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「居宅介護職員初任者研修等について」(平成 19年１月 30日障発第 0130001号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部長通知)【新旧対照表】 
改 正 後 改 正 前 

障 発 第 0 1 3 0 0 0 1 号  

平 成 19 年 １ 月 30 日 

一部改正   障 発 0 9 2 8 第 １ 号 

平 成 23 年 ９ 月 28 日 

一部改正  障 発 0 3 3 0 第 ８ 号 

平 成 24 年 ３ 月 30 日 

一部改正  障 発 0 3 2 9 第 1 6 号  

平 成 25 年 ３ 月 29 日 

一部改正  障 発 0 3 3 1 第 4 9 号  

平 成 26 年 ３ 月 31 日 

一部改正  障 発 0 3 3 1 第 1 7 号  

平 成 27 年 ３ 月 31 日 

一部改正 障 発 0 4 0 1 第 ４ 号 

平 成 2 8 年 ４ 月 1 日 

最終改正 こ 支 障 第 1 9 号 

障 発 0 1 3 1 第 1 0 号 

令 和 ７ 年 １ 月 3 1 日 

 

 

各 都道府県知事 殿 

  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

 

 

居宅介護職員初任者研修等について 

 

標記については、「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣

が定めるもの」（平成 18 年９月 29 日厚生労働省告示第 538 号。以下「告

示」という。）として定められたところであるが、居宅介護職員初任者研修

等及び居宅介護従業者等の取扱いは、下記のとおりであるので、御了知の上、

管内市町村、関係団体、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に

障 発 第 0 1 3 0 0 0 1 号  

平 成 19 年 １ 月 30 日 

一部改正   障 発 0 9 2 8 第 １ 号 

平 成 23 年 ９ 月 28 日 

一部改正  障 発 0 3 3 0 第 ８ 号 

平 成 24 年 ３ 月 30 日 

一部改正  障 発 0 3 2 9 第 1 6 号  

平 成 25 年 ３ 月 29 日 

一部改正  障 発 0 3 3 1 第 4 9 号  

平 成 26 年 ３ 月 31 日 

一部改正 障 発 0 3 3 1 第 1 7 号  

平 成 27 年 ３ 月 31 日 

最終改正 障 発 0 4 0 1 第 ４ 号 

平 成 2 8 年 ４ 月 1 日 

 

 

 

 

各 都道府県知事 殿 

  

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

 

 

居宅介護職員初任者研修等について 

 

標記については、「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣

が定めるもの」（平成 18 年９月 29 日厚生労働省告示第 538 号。以下「告

示」という。）として定められたところであるが、居宅介護職員初任者研修

等及び居宅介護従業者等の取扱いは、下記のとおりであるので、御了知の上、

管内市町村、関係団体、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に

遺憾のないようにされたい。 
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遺憾のないようにされたい。 

なお、平成 15年３月 27日付け障発第 0327011号当職通知「居宅介護従業

者養成研修等について」（以下「前通知」という。）は平成 18年９月 30日

限り廃止する。 

また、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１

項の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 居宅介護職員初任者研修等について 

１ 居宅介護職員初任者研修等の課程 

イ～ヘ（略） 

ト 同行援護従業者養成研修一般課程(告示第１条第６号に規定する

「同行援護従業者養成研修」のうち、別表第６に定める内容以上の

ものをいう。以下「一般課程」という。) 

一般課程は、視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者

等に対して、外出時に、当該障害者等に同行して、移動に必要な情

報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その

他の当該障害者が外出する際に必要な援助に関する知識及び技術を

習得することを目的として行われるものとすること。 

チ 同行援護従業者養成研修応用課程(告示第１条第６号に規定する

「同行援護従業者養成研修」のうち、別表第７に定める内容以上の

ものをいう。以下「応用課程」という。) 

応用課程は、サービス提供責任者としての知識及び技術を習得す

ることを目的として、一般課程を修了した者を対象として行われる

ものとする。(ただし、一般課程と応用課程を適切な組み合わせによ

り同時並行的に行われる場合はこの限りではない。) 

  

 

 

なお、平成 15年３月 27日付け障発第 0327011号当職通知「居宅介護従業

者養成研修等について」（以下「前通知」という。）は平成 18年９月 30日

限り廃止する。 

また、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１

項の規定に基づく技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第１ 居宅介護職員初任者研修等について 

１ 居宅介護職員初任者研修等の課程 

イ～ヘ （略） 

ト 同行援護従業者養成研修一般課程(告示第１条第６号に規定する

「同行援護従業者養成研修」のうち、別表第６に定める内容以上の

ものをいう。以下「一般課程」という。) 

一般課程は、視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害者

等に対して、外出時に、当該障害者等に同行して、移動に必要な情

報を提供するとともに、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その

他の当該障害者が外出する際に必要な援助に関する一般的な知識及

び技術を習得することを目的として行われるものとすること。 

チ 同行援護従業者養成研修応用課程(告示第１条第６号に規定する

「同行援護従業者養成研修」のうち、別表第７に定める内容以上の

ものをいう。以下「応用課程」という。) 

応用課程は、一般課程において習得した知識及び技術を深めると

ともに、特に重度の視覚障害者(児)の障害及び疾病の理解や場面別

における同行援護技術等を習得することを目的として、一般課程を

修了した者を対象として行われるものとする。(ただし、一般課程と

応用課程を適切な組み合わせにより同時並行的に行われる場合はこ

の限りではない。) 

リ（略） 
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リ（略） 

２ （略） 

 ３ （略） 

 ４ 都道府県知事が指定する際の基準は、次のとおりとする。 

イ～ホ （略） 

ト 一般課程 

(1) 修業年限は、原則として３月以内であること。ただし、地域

の実情等により、やむを得ない場合については、５月の範囲内

として差し支えない。 

(2)～（6）（略）  

  チ及びリ（略） 

 ５～７（略）  

第２ （略） 

 

別記様式（一）（二） （略） 

２ （略） 

 ３ （略） 

 ４ 都道府県知事が指定する際の基準は、次のとおりとする。 

イ～ホ （略） 

ト 一般課程 

(1) 修業年限は、原則として２月以内であること。ただし、地域

の実情等により、やむを得ない場合については、４月の範囲内

として差し支えない。 

(2)～（6）（略）  

  チ及びリ（略） 

 ５～７（略）  

第２ （略） 

 

別記様式（一）（二） （略） 

 


